
人勧準拠の根拠なし 法人化がなければ今年の勧告は＋1.50％ 

「人勧に従うことが『社会一般の情勢に適合』させることと信じるしかない」（団交での人事労務担当理事の発言） 

 

8 月 15 日に出された本年度の人事院勧告は 9月 28 日に閣議決定されました．すでにご存知

でしょうが、簡単にその内容を確認しておきます。 

（１）2005 年度 

俸給月額を 0.3％引き下げ、配偶者手当を 500 円引き下げるとともに、勤勉手当を 0.05

月引き上げる。この結果、年 4000 円程度の給与削減になる。 

（２）2006 年度以降 

給与表の水準を 4.8％引き下げるとともに、地域手当の（3％～18％）を新設する。熊本

市は地域手当の支給対象地から外されている。また、結果として給与の下がる職員につ

いては、5年間は現給を保障される。 

 

当面の賃金の大幅な切り下げは無くなったとはいえ、保障されるのは今年度の賃金水準で

すから、5年間昇給が止まる可能性があります。人によっては、5年後の賃金切り下げもあり

えます。なお、大学教員の給与表については国大協の委嘱により全国人事委員会連合会が参

考給与表を作成しています。内容は人勧とまったく同じです。 

 

今年度の年収ベースでの賃金切り下げは無くなりました 

これを受けて、熊本大学教職員の賃金についてどのような対応をすべきか、9月 26 日に団

交を開催し使用者側の見解をただしました。使用者側の見解は以下のとおりです． 

・ 人事院勧告の内容には基本的に従わざるを得ない 

・ 今後、給与法の改正を見てから、他大学の動向も踏まえながら対応する 

・ 4 月に遡及した形での基本給切り下げはできない 

労働契約により労働条件が決まるという枠組みから当然のこととはいえ、基本給切り下げ

は就業規則改定後のことですから、今年度の年収ベースでの賃金切り下げは無くなりました．  

理事の述べた人勧に従わざるを得ないとする根拠 

使用者側は人勧に従わざるを得ない根拠として次の三つを上げました。 

・ 国立大学法人法第 35 条(独立行政法人通則法の準用を規定するもの) 

・ 独立行政法人通則法第 63 条３(抜粋) 

前項の給与及び退職手当の支給の基準は、当該独立行政法人の業務の実績を考慮し、

かつ、社会一般の情勢に適合したものとなるように定められなければならない。 

・ 公務員給与改訂に関する取り扱いについて(2004 年 9 月 10 日閣議決定)４(抜粋) 

  独立行政法人（国立大学法人を含む。）の役職員の給与改定に当たっては、国家公務

員の給与水準を十分考慮して適正な給与水準とするよう要請する。(以下略) 

 

人事労務担当理事はこの三つを根拠に、「社会一般の情勢に適合させること」は「大学職

員の給与を人勧にそろえること」だと主張したわけです。しかし、熊本大学職員の給与水準

は国家公務員の 83.4％（事務・技術職員)に過ぎません。人勧準拠だけでは、国家公務員の給

与水準を考慮したとは到底言えません。 

 

何故、人勧準拠に根拠が無いのか 

(1)国立大学が法人化されていなければ、今年度の人事院勧告は＋1.50％になったはず。 

人事院が官民比較を行う場合、国立大学法人は含まれません。文科省は国立大学法人のラ

スパイレス指数を 86.6 と発表していますので、官民比較の官に国立大学を含めれば平均月例

給は 375,083 円になり、「1.50％、5,620 円民間が高い」という結論が出たはずです。比較す

るときは官から外し、賃金を決めるときだけ官に含めるというご都合主義に職員の理解が得

られるはずはありません。          

行(一)国家公務員数（169,697人） 

国立大学等の事務・技術職員数（26,917人） 

公務員の平均給与（382,092円） 

ラスパイレス指数（86.6） 

国立大学職員を含めた平均給与＝ 

（382,092円×169,697人＋330,892円×26,917人）÷（169,697人＋26,917人） 

＝375,083円 

民間の平均給与（380,703円） 格差＝380,703-375,083＝5,620円(1.50％） 

国立大学事務・技術職員の平均給与＝382,092円×0.866＝330,892円 

 
 (この試算に問題点があればご指摘願います)    (裏につづく) 
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(2)熊本大学職員の給与水準は地域の民間給与に比べて明らかに低い。 

人事院勧告は数字だけが前面に出されますが、その数字が出された理由も含めて勧告され

ています。その中で、九州・沖縄地区の官民給与の格差を 

  民間 357,437 円 公務員 373,966 円 △4.42％ 

としています。これによって 2006 年度の基本給 4.8％切り下げが提案されているわけです。

組合は職務の同等性の観点から地域給の導入に反対しています。しかし、仮にこの考えを受

け入れたとしても，熊本大学職員の給与と九州地区の民間給与の間に格差はあるのでしょう

か。熊本大学の発表した資料によれば、事務・技術職員の平均給与は国家公務員の 83.4％で

すから、382092×0.834＝318,665 円です。民間より実に 4万 9千円低いのです。さらに 4.8％

減の賃金改定を実施すれば 303,369 円にまで減少し、民間との格差は月額 5万 4千円に開き

ます。これが通則法第 63 条の『社会一般の情勢に適合』した水準とはとても考えられません。 

(3)大学教員に 18％にも及ぶ地域間給与格差を導入すべきではない。 

国大協は人勧を形式的に当てはめた教育職の参考給与表を各大学に配布しました。それは、

給与構造の見直しにより 2005 年度に 5.5％の賃下げを行うと想定しています。地域手当のこ

とは明記されていませんが、導入を想定しているのは明白です。しかし、東京の大学と熊本

大学との 18％の賃金格差は正当化できるはずはありません。大学の地域間格差が生まれ、教

員の人事の停滞にもつながりかねません。学長は国大協において大学教員の全国一律賃金の

必要性（少なくとも格差は生計費格差の範囲に止める）を主張すべきです。 

(4)運営費交付金の削減は地域給導入に基づく賃金切り下げの理由にならない。 

 運営費交付金は、2004 年度の額を基準に一定の基準で減額されることになっていますが、

公務員に地域給の制度が導入されたからといって、地方の国立大学法人の交付金が余分に減

らされることはありません。長崎市には 3％の地域手当が支給されます。これを受けて長崎大

学が 3％の地域手当相当額を支給するのであれば、熊本大学も支給可能なはずです。 

 

無責任極まりない人事労務担当理事の発言 

団交での組合の具体的数字を示した上での追及に、使用者側はまともな回答を一切示せま

せんでした。大迫理事は「人勧に従うことが『社会一般の情勢に適応』させることだと信じ

るしかない」とまで述べました。大学教員給与について東京との 18％の格差の問題について

も「今だって 12％の格差がある」、またこんなに格差がついたら優秀な人材は熊大から出て

行ってしまうという指摘に対しても「今だって優秀な人は出て行っている」と答える始末で

す。人勧準拠のもたらす影響を何ら考えていないのです。これが大学経営の責任を担う理事

の発言とはとても思えません。 

総務部長も、国立大学職員の賃金の劣悪さについて「規則に則った昇給制度の中で生まれ

たものである」と説明し、86.6（熊大では 83.4）のラスパイレス指数を正当化しました。し

かし、それを維持しなくてはならないのだとしたら、熊大の 83.4％のラスパレイス指数はそ

のまま熊大と民間の給与格差として残ることになります。このままでは、熊大は優秀な職員

を確保することができるのでしょうか。 

 

賃金に関する今後の交渉は学長が対応すべきである 

国立大学法人の教職員の賃金は法の規定に則って大学が自主的に決めるべきものです。も

ちろん独自の基本給表を作ることは至難の業でしょう。しかし、公務員の俸給表を準用した

上で、地域手当のような手当を別途設定することは可能です。そのようなことも選択肢に含

めて、どのような給与水準を確保すべきか、大学の将来を見据えた検討こそが求められてい

ます。 

 今後、給与法の改正を受けて熊大でも就業規則の改正が提案されることになります。就業

規則を変更しただけで賃金を切り下げられるわけではありません。それを行うには、変更に

「合理性」が必要です。すでに，人勧準拠のみを理由に賃金要求を拒否する姿勢について「誠

実交渉義務違反」であるとの判例があります。使用者側は、人勧準拠だけではなく経営状況

も含めた賃金切り下げの理由を示す義務があります。組合との交渉は不可欠です。 

 さて、法人化後の団体交渉は労務人事担当理事が担当しています。労働協約では使用者側

交渉委員に「交渉事項に決定権を有する者」を加えることになっていますが、賃金問題は労

働条件の基本問題であるだけではなく、経営上の最重要課題の一つです。交渉当事者は役員

全員であるべきであり、少なくとも学長自らが対応することを求めます。 

 

 

 

 

 

今年度、組合は独自賃金闘争に取り組みます。交渉を有利に進めるためにも、一人でも多くの教

職員の組合加入を訴えます。組合費は基本給月額の1000分の8（医学部支部は支部活動費として

別に1000分の1）です。加入希望者は以下に必要事項を記入し、最寄の組合員または組合事務所に

お送りください。問い合わせはこちら(内3529、ku-kyoso@mx7.tiki.ne.jp) 

               加 入 申 込 書 
熊本大学教職員組合に加入します。また、組合費を給与から控除することに同意します。 

 
所属       職種      氏名              印 
 
給与支給明細の個人番号              
 
連絡先（メールアドレスなど）                
 
 
熊本大学教職員組合 御中              年  月  日 


